
第２節 家計の消費行動の変化

本節では家計の消費・貯蓄サイドに焦点を当てて分析する。まず、前節同様に、ＳＮＡで

みたマクロの消費動向と家計調査等でみた世帯属性別の消費動向について長期的な変化を概

観する。次に、①高齢世帯、②共働き世帯、③若年世帯の３つの世帯属性別に、消費動向の

構造的な変化やその特徴について分析を行う。最後に、こうした分析結果から示唆される今

後の持続的な消費回復に向けた課題について考察する。

 

１．マクロ・世帯属性からみた消費・貯蓄動向

 

（少子高齢化による影響もあり、貯蓄率は減少傾向）

前節同様、マクロの観点からＳＮＡベースの家計部門における消費と貯蓄率の動向を確認

していく。まず、 年以降の消費動向をみると（第２－２－１図（１））、名目・実質とも

に、 年代前半までは高い伸びで推移し、 ～ 年までの平均成長率は名目で６％、実質

で４％程度の伸びで増加した。 年代前半のバブル崩壊後は、前掲第２－１－２図にもあ

るように、所得の伸びの低下や負の資産効果もあり、消費の伸びも弱まり、 年代後半（

～ 年）の平均成長率は名目 ％、実質 ％程度の伸びにとどまった。 年以降では、

金融危機前（ 年）までの平均成長率が名目で ％、実質で ％程度と、デフレによ

り名目消費の伸びが弱くなっている。 年の消費増税引上げ以降の消費は力強さを欠いて

いたが、 年度の実質消費は ％となるなど、持ち直してきている。

次に、貯蓄率の動向をみると（第２－２－１図（２））、長期的に低下傾向にある。 年

頃には ％を超えていた貯蓄率は緩やかに低下していたが、所得の伸びが鈍化したことを主

要因に貯蓄率の低下テンポは 年頃に加速することとなった（ 、 ）。

貯蓄率は 年頃に下げ止まり、横ばい圏内で推移していたが、 年には消費税率引上

げ前の駆け込みのために消費者が一時的に貯蓄を取り崩したこと等を背景にマイナスに転じ

た。ただし、 年には ％と再びプラス圏内に戻ってきている。

このように貯蓄率が低下傾向にある主な要因は少子高齢化によるものであることが多くの

先行研究で指摘されている。後述するように、一般的に高齢世帯では貯蓄を取り崩して消費

を行う（＝貯蓄率がマイナスとなる）傾向があるため、世帯に占める高齢者の割合が増加す

れば、マクロでみた貯蓄率は低下する傾向にある。ただし、貯蓄率の低下の背景のうち、高

齢化要因で説明できる部分は２～４割程度であり、その他は年齢別の貯蓄率が変化したこと

が背景にあると分析している研究もある（宇南山・大野、 ）。
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第２－２－１図 個人消費・貯蓄率の動向

少子高齢化による影響もあり貯蓄率は低下傾向

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（備考）１．内閣府「国民経済計算」により作成。

２．貯蓄率算出に用いた可処分所得、貯蓄、年金受給権の変動調整については、 年基準と 年基準と

の重複期間（ 年から 年）の比率の平均値を用いたリンク係数を作成し接続している。

 

（若年世帯の平均消費性向が減少傾向）

上記のマクロでみた消費・貯蓄率の動向を踏まえた上で、世帯レベルでの動向をみるため

に、家計調査等を用いて、世帯主の年齢階級別に消費と平均消費性向（ から貯蓄率 を差し

引くと消費性向になる）の動向を確認する。なお、可処分所得の分析時と同様、世帯人員の

影響を調整するため（等価）消費支出額に変換した上で推移をみている。以下では、２人以

上世帯の勤労者世帯、単身の勤労者世帯、無職世帯を含む高齢世帯の３つに分けて、それぞ

れの動向をみる。

まず、２人以上世帯の勤労者世帯における消費支出額・平均消費性向の推移を年齢階級別

にみてみよう（第２－２－２図（１）・（２））。消費支出額の大まかな傾向としては、前掲第

２－１－３図でみた可処分所得の動きと同様であり、 年代は増加していたが、 年頃

から減少傾向に転じていることがわかる。特に、 〜 歳における平均消費性向は ％程度

で概ね安定して推移していることから、可処分所得と消費が同じペースで減少傾向にあると

考えられる。一方、 歳以下の世帯においては、平均消費性向が長期的に低下傾向にある。

〜 年は約 ％であったが、 年頃にかけて低下し、その後横ばいで推移していた

が、直近の 〜 年においては、可処分所得が増加したにも関わらず消費支出額が減少傾

向のまま推移したため、平均消費性向は約 ％となっている。詳しくは後述するが、こうし

た若年世帯における消費性向の低下は、住宅ローンや将来不安が影響している可能性がある。

家計調査上では「黒字率」との用語が使われている。

（２）貯蓄率の推移

（％）

（年）

（％、前年比）

（年）

実質

名目

（１）個人消費（家計最終消費支出）の推移
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第２－２－２図 世帯主の年齢階級別の消費性向

若年層の平均消費性向が低下傾向

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（備考）１．総務省「家計調査」、「全国消費実態調査」により作成。

２．（１）、（２）は家計調査による二人以上世帯のうち勤労者世帯の値。ただし、 年までは、農林漁家世

帯を除く値。

３．（３）、（４）は全国消費実態調査による単身世帯のうち勤労者世帯の値。ただし、 ～ 歳、 歳以上に

ついて、 年まではそれぞれ ～ 歳、 歳以上の値。

４．（５）、（６）は２人以上世帯は家計調査（ 年までは、農林漁家世帯を除く値）、単身世帯は全国消費実

態調査による 歳以上世帯の値。ただし、単身世帯の 年以降は 歳以上の値、 年の平均消費

性向の値はなし。

５．等価消費支出は、各年齢階級の消費支出を世帯人員の平方根で割った値。

（万円、５年平均、１か月あたり）

（年）

～ 歳

歳以上

～ 歳

（％、５年平均）

（年）

～ 歳

歳以上

～ 歳

（万円、１か月あたり）

（年）

～ 歳

歳以上

～ 歳

（％）

（年）

～ 歳

歳以上

～ 歳

（５）無職世帯を含む高齢世帯の等価消費支出

（２）２人以上勤労者世帯の平均消費性向

（６）無職世帯を含む高齢世帯の平均消費性向

（万円、２人以上世帯は５年平均、１か月あたり）

（年）

単身世帯

２人以上世帯

（％、２人以上世帯は５年平均）

（年）

２人以上世帯

単身世帯

（１）２人以上勤労者世帯の等価消費支出

（３）単身勤労者世帯の消費支出 （４）単身勤労者世帯の平均消費性向
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歳以上の世帯における消費支出額をみると、 年代前半に減少した後、 年代後半

以降は緩やかな増加傾向にあり、 〜 年では 〜 歳と 歳以上で同程度となってい

る。これは、 歳以上の可処分所得が 年代前半に大きく減少した後、勤め先収入の持

ち直しに伴って緩やかに増加したことを反映している。

次に、単身の勤労者世帯における消費支出額・平均消費性向についてみてみると（第２－

２－２図（３）・（４））、サンプルによる振れもあり変動が激しいが、概ね２人以上の世帯の

動向と似たような動きとなっている。単身世帯においては、特に 歳以下の世帯における平

均消費性向は低下傾向が顕著であり、 年における 歳以下の消費支出額は、 歳以上

の単身世帯の消費水準と比較しても小さくなっている。一方、 歳以上の単身世帯において

は、可処分所得の水準が減少しているにもかかわらず、消費支出額が増加したことから、

年における平均消費性向は大きく上昇している。

これまでは勤労者世帯に限定していたが、高齢者の世帯においては無職世帯の割合も大き

いため、最後に 歳以上の世帯において無職世帯も含めた動向を確認する（第２－２－２図

（５）・（６））。無職世帯を含む消費支出額については、勤労者世帯の消費額の９割程度とな

るなど、水準では差がみられるが、全般的な動向は勤労者世帯と概ね同じである。ただし、

可処分所得が無職世帯では総じて低いことから平均消費性向の動向は異なっており、 年

代の平均消費性向は概ね ％程度であったが 、 年頃から上昇傾向に転じている。

年頃に高齢者の無職世帯において平均消費性向が上昇（＝貯蓄率が低下）した背景には、消

費支出の増加に加え、社会保障給付の減少、社会保険料の増加等が影響していたことが指摘

されている（ 、 ）。

２．高齢世帯の消費水準に関する考察

 

（高齢者の消費水準は、ライフサイクル仮説が想定する消費水準を下回る）

以下では、高齢世帯、共働き世帯、若年世帯の３つの世帯属性別に分けて、消費動向を詳

細に分析していく。まず、高齢世帯であるが、通常の「ライフサイクル仮説」に基づけば、

人々は若い時に就業し、稼いだ所得の一部を貯蓄することで老後に備え、老後は貯蓄してき

た資産を取り崩すことで生活費を補うとされている（ ）。事

実、前掲第２－２－２図でみたように、無職世帯を含めた高齢世帯の消費性向は ％を越

えていることから、高齢世帯は貯蓄を取り崩すことで消費をしており、ライフサイクル仮説

が当てはまっているようにみえる。しかし、その取り崩し額がライフサイクル仮説の想定よ

年代においても無職世帯の平均消費性向は ％を超えていたが、勤労者世帯の消費性向が低かっ

たこともあり、勤労者世帯と無職世帯の平均でみると ％程度となっている。
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りも低いため、実際の消費水準は、ライフサイクル仮説における消費水準（以下、「合理的消

費額」という）を下回っていることが指摘されている24。 

ここでは総務省「家計調査」のデータを用いて、合理的消費額に対する実際の消費額の比

率について、家計の分布を確認するとともに、資産階級別にも比較を行うことで、高齢者の

消費水準について考察を行う。分析対象は 歳以上の無職世帯（２人以上の世帯）とし、合

理的消費額とは、将来の可処分所得（期待値）の累積額と純金融資産額の合計額を夫婦の平

均余命で割った値と定義した 。つまり、ライフサイクル仮説が想定するように、寿命まで

に資産をすべて使い切る場合における消費額が合理的消費額となる。なお、ここでの資産は、

金融資産のみであり、住居等の実物資産は考慮していないため、リバースモーゲージ26等の

制度を活用すれば消費可能な水準はさらに増加する。

実際の消費額をこの合理的消費額で割った比率を、 ～ 年と ～ 年の２期間に

おいて年齢階級別にみたのが第２－２－３図（１）であるが、この値が ％であれば実際

の消費額が合理的消費額と等しいことを意味する。また、世帯の分布について確認できるよ

うに、図中の横線は下から ％、 ％（中央値）、 ％の世帯における値をプロットしてい

る。

第２－２－３図 高齢世帯の合理的消費額に対する消費比率①

より高齢な世帯ほど消費額は合理的消費額を下回る

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例えば、ホリオカ・新見（ ）、 などを参照。

可処分所得の期待値は、現在の可処分所得の額が今後も同額貰えると仮定した。余命は、世帯の期待形

成が合理的であると仮定して平均寿命を用いた。また、簡素化のため、割引率や等価概念は考慮していな

い。

持ち家を担保にして、一時金または年金形式で借りられる貸付制度。通常、債務者である高齢者の死亡

後に持ち家が売却され、債務が回収される。

（１）年齢階級別の合理的消費額に対する消費比率

年－ 年

歳 歳 歳以上

値

値

値

年－ 年

歳 歳 歳以上

値

値

値
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（備考）１．総務省「家計調査」の調査票情報を独自集計したもの。合理的消費額算出の際、厚生労働省「簡易生命表」

及び「完全生命表」を使用。詳細は付注２－１を参照のこと。

２．縦軸は合理的消費額に対する実消費額の比率。横軸は夫婦の平均年齢。

３．（１）のグラフ横線は下から順に、世帯分布における ％値、 ％値、 ％値を示す。

４．（３）のグラフの括弧内の数値は、それぞれの夫婦平均余命における中央値。

５．長寿想定とは、ある年齢における生存数Ｘに対し、生存数が元の生存数Ｘの ％となる直前の年齢を寿命

と想定した場合を指す。

～ 年における中央値をみると、いずれの年齢階層別にみても ％を下回っており

（ ～ 歳： ％、 ～ 歳： ％、 歳以上： ％）、過半数以上の高齢世帯における消

費水準は合理的な水準よりも低いことが指摘できる。また、年齢が高くなるにつれ比率が少

なくなっており、例えば、 ％点における世帯をみると ～ 歳では ％を越えていたが、

歳以上の世帯では ％を下回っている。なお、 歳以上における ％点の世帯の値は

％と、合理的消費額の半分以下となっている。

次に、時系列的な変化を確認しよう。 ～ 年と ～ 年を比較すると、すべての

年齢階級・分位点でみて、合理的消費額に対する実消費額の比率が上昇していることが確認

できる。この背景について構成要素の中央値における増減率をみると（第２－２－３図（２））、

どの年齢階層においても実際の消費支出額が増加する一方、合理的消費額の水準が低下して

いる。実際の消費額は２～４％程度増加しているが、同期間における物価の変化率が３％程

（２）年齢階級別の各要素における中央値の

年－ 年に対する 年－ 年の増減率

（３）余命の違いによる消費比率の違い（ 年－ 年、中央値）

平均余命 長寿想定 平均余命 長寿想定 平均余命 長寿想定

年 年 年 年 年 年

歳 歳 歳以上

 消費支出額

 合理的消費額

 可処分所得

 純資産

 平均余命

3.0％ -0.3％ -8.0％

4.4％ 5.1％ 1.3％

-6.6％ -11.7％ -8.0％

-6.8％ -14.1％ -5.4％

65-69歳 70-74歳 75歳以上

4.4％ 1.9％ 1.7％
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度であることを踏まえれば 、実質ベースでは ～ 歳の世帯では増加し、 歳以上の世帯

では減少していると考えられる。また、合理的消費額の水準が低下している背景としては、

平均余命が長くなったことで１年間に取り崩すことが可能な純資産額が低下したことと、可

処分所得が減少したことが挙げられる。 

世帯の期待形成が完全に合理的であれば、各世帯が考える余命は平均余命であると考えら

れるが、高齢者が平均余命よりも長く生きた場合のことも考慮して余命の期待形成を行って

いた場合、余命の仮定を平均余命より長く設定することも考えられる。そこで、各年齢にお

ける生存数が、元の生存数の ％となる直前の年齢を用いて、各世帯の余命を計算した場合

の分析も行った（以下、「長寿想定」という）。長寿想定の場合、世帯平均の余命は平均余命

の場合と比較して５年程度長くなる。想定の違いが合理的消費額に対してどのように影響す

るかを確認すると（第２－２－３図（３））、 ～ 年の中央値ベースで、すべての年齢階

級において比率が約５％ポイント上昇している。ただし、長寿想定の場合でも、すべての年

齢階級で比率は ％を下回っており、依然として実際の消費額は合理的消費額よりも低い

ことが指摘できる。

 

第２－２－４図 高齢世帯の合理的消費額に対する消費比率②

資産を保有している高齢世帯ほど、合理的消費額に対する実消費額は低い

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（備考）１．総務省「家計調査」の調査票情報を独自集計したもの。合理的消費額算出の際、厚生労働省「簡易生命表」

及び「完全生命表」を使用。詳細は付注２－１を参照のこと。

２．（１）は、夫婦の年齢階級別に純資産（＝貯蓄－負債）の四分位数を境界値として、資産階級を区分。（２）

は、 歳以上全体における純資産の四分位数を境界値として、資産階級を区分。 

消費者物価指数（総合）の ～ 年（平均）から ～ 年（平均）の変化率は ％。

（１）年齢階級別資産階級別

合理的消費額に対する実消費額の比率

～ 歳 ～ 歳 歳以上

資産階級Ⅰ 資産階級Ⅱ
資産階級Ⅲ 資産階級Ⅳ

高

低 保有資産

（２） 歳以上における

資産階級別実消費額及び合理的消費額

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

実消費額

合理的消費額

資産階級

（万円）

高低
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より多くの資産を持っている高齢世帯では、より高い水準の消費をすることができると考

えられるが、合理的消費水準との比較ではどのような特徴があるだろうか。この点を確認す

るために、上記と同様の比率を ～ 年における純金融資産階級別（４分位別）に算出し

たのが第２－２－４図（１）である。図からは、すべての年齢層において、保有する資産が

大きくなればなるほど、合理的消費水準に対する実際の消費水準が低くなっている。この背

景について、実消費額と合理的消費額に分けてみると（第２－２－４図（２））、資産をより

多く保有している世帯の実消費額は大きくなる傾向にあり、資産階級Ⅰ（低い方から ％の

グループ）と資産階級Ⅳ（高い方から ％のグループ）を比較すると、年間 万円程度の

消費支出額の差がみられる。しかし、資産残高から算出される合理的消費額は、資産階級Ⅰ

とⅣを比較すると年間 万円程度の差が存在しており、より多くの資産を持つ世帯におい

て、実際の消費額が合理的消費額を大きく下回っていることがわかる。 

 

（高齢者が貯蓄を取り崩さない背景は何か）

上記でみたように、高齢世帯は貯蓄を取り崩して消費しているものの、実際の消費額は合

理的消費額を下回っており、特にこの傾向はより多くの資産を持っている世帯において強い

ことが示された。実物資産も考慮すると消費可能な額はさらに高くなるため、上記でみた比

率はさらに低下することが示唆される。では、高齢者が合理的な水準まで消費しない背景に

はどのようなことが考えられるだろうか。 

この背景として、将来の不測の事態へ備えるための予備的動機が大きいとの説（例えばホ

リオカ・新見（ ））や、遺産動機の存在を強調する説（例えば ）などがあ

る28。ここでは 歳以上の者を対象に金融資産を保有する理由を聞いたアンケート調査（金

融広報中央会）により、これらの点を確認する。第２－２－５図は、この調査における

～ 年の回答割合と、 ～ 年との変化について、２人以上の世帯と単身世帯で別々にみ

たものである。２人以上世帯・単身世帯ともに、貯蓄理由としては、老後の生活資金との回

答が最も多く、次いで病気や不時への備え（予備的動機）が多い。遺産動機の回答は２人以

上の世帯で５位、単身世帯で６位であり、遺産動機の順位は決して高くない。しかし、時系

列的な変化でみると、２人以上の世帯では予備的動機の割合が減少する一方、遺産動機が高

くなっているほか、単身世帯でも他の理由が減少する中で遺産動機は微増しており、遺産動

機による貯蓄が強まっていることが示唆される。この理由は必ずしも明確ではないが、例え

ば、既存の研究によると、自分たちよりも子ども世代の生活が苦しくなるとの認識の高まり

が遺産動機を通じて影響している可能性が指摘されている（堀、 ）。 

以上をまとめると、高齢者が合理的消費額まで消費しない理由として、予備的動機が大き

貯蓄している高齢世帯の特徴として、中澤他（ ）は、子どもがいる場合において、貯蓄する世帯の

割合が高くなることなどを報告している。
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いと考えられるものの、遺産動機についても近年影響力が大きくなっていることが示唆され

る。こうした観点からは、高齢者自身の不安や将来世代の生活に対する不安を軽減すること

等により、予備的動機や遺産動機による貯蓄を減らしていくことも重要と考えられる。 

 

第２－２－５図 高齢世帯における貯蓄行動の背景

予備的動機の割合が多いものの、遺産動機が増加傾向

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）１． 金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する世論調査」により作成。

２． 金融資産保有世帯のうち世帯主の年齢が 歳代＋ 歳以上の数値を用いて作成。ただし、単身世帯は調

査対象が 歳未満までの世帯主であるため、 歳代で作成。

３． いずれも選択肢のうち、３つまで複数回答可。 
 

 

（１）２人以上の世帯

こどもの教育資金

こどもの結婚資金

納税資金

住宅の取得、増改築など

耐久消費財の購入

遺産として子孫に残す

旅行、レジャー

特に目的はないがあれば安心

病気や不時の災害への備え

老後の生活資金

～ 年平均

病気や不時の災害への備え

特に目的はないがあれば安心

納税資金

こどもの結婚資金

こどもの教育資金

住宅の取得、増改築など

旅行、レジャー

耐久消費財の購入

老後の生活資金

遺産として子孫に残す

～ 年平均→ ～ 年平均

（回答割合の変化）

（２）単身世帯

こどもの教育資金

こどもの結婚資金

納税資金

住宅取得、増改築など

遺産として子孫に残す

耐久消費財の購入

特に目的はないがあれば安心

旅行、レジャー

病気や不時の災害への備え

老後の生活資金

～ 年平均

病気や不時の災害への備え

特に目的はないがあれば安心

旅行、レジャー

老後の生活資金

耐久消費財の購入

納税資金

住宅取得、増改築などの資金

こどもの結婚資金

こどもの教育資金

遺産として子孫に残す

～ 年平均→ ～ 年平均

（回答割合の変化）

（％ポイント）

（％ポイント）

（％）

（％）
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３．共働き世帯は消費にどのような変化をもたらすか

 

（片働き世帯から共働き世帯に移行した世帯における消費額は増加）

前掲第２－１－１図でみたように、雇用者の共働きが増加しているが、以下ではこの共働

き世帯の消費に着目して分析する。 年頃からの共働き世帯の増加には女性が短時間労働

者として働くことが影響していたが、近年では夫婦ともにフルタイムで働く世帯が若年世帯

で増えていることが指摘されている（大石、 ）。前掲第１－２－４図でみたように、妻が

～ 歳の夫婦を対象に、 年と 年における妻の就業率を夫の年収階級別にみると、

すべての世帯で就業率が増加していることがわかる。また、就業率の上昇は、パートタイム

だけでなく、フルタイムとして働く女性の増加も寄与していることから、夫婦ともにフルタ

イムで働く世帯の増加が考えられる。さらに、夫の年収が高ければ妻の就業率が下がる傾向

（ダグラス＝有沢の法則）が、 年と比較すると 年は弱まっていることもみてとれ

る。

このように共働き世帯が増加することは、世帯所得を押上げ、消費動向にもポジティブな

影響を与えることが期待される。この点をより詳しく確認するために、同一の世帯に関する

データを時系列で記録した追跡調査を用いて29、片働き世帯が共働き世帯に移行した際に、

所得額と消費額が統計学的に有意に増加しているかについて検証を行う30。具体的には、共

働き化と所得・消費の因果関係を把握するため、妻の年齢が 歳以下の世帯を対象に、年齢・

学歴・夫の年収・世帯構成等の世帯の属性から、片働き世帯から共働き世帯に移行した世帯

と、同様の属性をもっているが片働き世帯のまま変化がなかった世帯をマッチングさせ、前

者の消費・所得の変化額と後者の消費・所得の変化額の差（difference in differences）を分析

する。片働き世帯から共働き世帯に変化したことで消費・所得額が増加していれば、片働き

世帯から変化がなかった場合の変化額と比較して有意に高くなっているはずである。 

第２－２－６図（１）がこの分析結果であるが、片働き世帯が共働き世帯になったことで、

一か月当たりで、夫婦の所得合計が平均約 万円増加（年収だと約 万円）、消費支出額

が平均約 万円増加しており 、両者は統計的にも有意な値である。ここから算出される

限界消費性向は 程度となり、消費関数を推計することで限界消費性向を試算した内閣府

（ ）の結果（収入により約 ％～ ％）等 と比較しても非常に高い値となっている。

具体的には「慶應義塾家計パネル調査」（ ～ 年）を利用した。

具体的には、夫が有業かつ会社組織や事務所が変わっていない世帯について、前年から今年にかけて妻

が就業した世帯と継続的に妻が無業である世帯の２つのグループに分けたうえで、両者のマッチングを行

い、前者と後者との間で世帯年収と消費額の前年差に、統計的な差が生じているのかを推計した。

消費額は１月時点のものである。ただし、総務省「家計調査」より１月の消費支出額（原数値）と年平

均を比較すると両者は概ね等しくなっていることを踏まえると、季節性の影響は大きくないと考えられる。

その他にも、大阪大学の家計パネルデータを用いて、所得階層別に限界消費性向の推計を行った分析に

日本銀行（ ）ＢＯＸ３があるが、この結果と比較しても本分析の値は高い。
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この要因としては、妻が働くようになった背景として、そもそも必要な家計支出の増加を賄

うために就労している可能性があると考えられる。増加した消費額の約 万円のうち、具

体的にどの支出項目が増加したのかをみたのが第２－２－６図（２）である。上位の項目を

みると、教育、食料、家賃・光熱水道となっており、子どもの教育費を捻出することや、食

生活や住宅環境の改善等が、妻の就業の背景にあると考えられる。また、同時に教養娯楽の

といった選択的な消費についても増加していることから、妻の就業の背景には、生活を充実

しようとする意図がある可能性もある。 

 

第２－２－６図 共働き世帯による消費の変化

共働きとなった世帯の消費額はより増える傾向

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）１．慶應義塾大学「日本家計パネル調査」により作成。

２．共働きとなった世帯と同様の属性をもつ専業主婦世帯をマッチングし、夫婦の所得と消費の前年差の差分

を計算した。推計方法の詳細は付注２－２を参照のこと。

３．（１）のグラフ中の括弧内について、 は１％、 は ％水準で有意であることを表す。 

（１）片働き世帯の妻が就労した世帯における世帯の所得と消費の変化額

夫婦所得計 消費総額

（万円、月平均）
（ ）

（ ）

（２）消費の変化額の内訳

教
育

食
料

家
賃
・
光
熱
水
道

教
養
娯
楽

そ
の
他
の
消
費
支
出

交
通

外
食

保
健
医
療

家
具
・
家
電

通
信

被
服
及
び
履
物

（円、月平均）
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（共働き世帯は、教育関連投資、仕事関係の費用、中食などの消費等が多い）

上記の分析は、妻が未就業の状態から就業した場合に世帯の消費がどのように変化するか

をみたものであるが、出産・結婚等でそもそも労働市場から退出しない女性が増えているこ

と踏まえれば、一度も片働き世帯にならない世帯も増加していることが考えられる。そこで、

総務省「全国就業実態調査」（ 年）より、世帯主が 歳未満の共働き世帯と勤労者世帯

全体の平均 とを比較することで、全般的な共働き世帯の消費にどのような特徴があるのか

を確認する（第２－２－７図）。 

まず、可処分所得・消費支出額の水準の差を比較すると、共働き世帯の方が勤労者世帯平

均と比較して、可処分所得が ～ ％、消費支出額が７～８％程度高くなっている。このこ

とは共働き世帯の消費性向が勤労者世帯平均よりも低いことを示唆しており、事実、共働き

世帯の平均消費性向は３～４％程度勤労者世帯平均よりも低くなっている。

勤労者世帯の支出額を とした場合の共働き世帯の項目別支出額について、 歳以下の

世帯と ～ 歳の世帯に分けてみると、共働き世帯においては、年齢階級によらずほとんど

すべての項目において を上回っていることが確認できる。夫婦ともに働いている世帯に

おいては、家事時間の短縮に寄与する消費（以下、「時短消費」という）をする傾向が考えら

れるため、例えば、食料のうち調理食品の支出金額を比較すると、 歳以下の世帯では ％

程度、 ～ 歳の世帯で ％程度ほど勤労者世帯平均と比較して高くなっており、「中食」

にシフトすることで食事作りの負担を軽減していることが示唆される 。また、どちらの年

齢階級でも上位にきている項目として、被服・履物、交通・通信、交際費等が指摘できる。

これらの項目は、仕事関連消費として支出金額が高くなっている可能性が考えられる。例え

ば、仕事時の洋服、通勤のための交通費・自動車、職場での懇親会の費用等が考えられる。

年齢別の特徴をみていくと、 歳以下の共働き世帯は諸雑費が非常に高くなっている。同

項目が高くなっている背景としては、単なる振れの可能性もあるが、同項目には保育費用が

含まれていることから、勤務中に子どもを預けるための消費が高くなっている可能性も考え

られる。 ～ 歳の共働き世帯の特徴としては、仕送り金や教育の支出が高いことが指摘で

きる。前掲第２－２－６図のように子どもの教育費の捻出のために共働きをするようになっ

たことや、共働きの高い所得水準を活かして子どもの教育投資に力をいれていることが背景

として考えられる。また、 ～ 歳では住居（家賃等）の支出額が非常に低くなっているが、

これは共働き世帯においては持家率が高く、家賃等の支出額が少ないことが影響していると

思われる 。

勤労者世帯全体の平均には、共働き世帯も含まれる。

共働き世帯の増加もあり、「中食市場」は増加傾向にある。食の安全・安心財団「外食産業規模推計値」

によると、中食産業（弁当給食を除く料理品小売業）の市場規模は、 年は 兆円であったが、

年では 兆円になっている。

～ 歳の勤労者世帯の持家率は約 ％であるが、共働き世帯の持家率は約 ％となっている。土地・
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第２－２－７図 共働き世帯の消費額（ 年）

共働き世帯は調理用食品や仕事関連消費が多い

（備考）１．総務省「平成 年全国消費実態調査」により作成。

２．共働き世帯の夫の年齢階級別の消費割合と、勤労者世帯平均の世帯主の年齢階級別の消費割合を

比較したもの。

家屋購入のための借入金の返済金（土地家屋借金返済）でみても、共働き世帯の返済金は、勤労者世帯の

返済金より ％程度高くなっている。

（１） 歳以下

消費支出
可処分所得

（食料のうち）調理食品
諸雑費

被服及び履物
交通・通信

交際費
こづかい
教養娯楽

教育
食料
住居

家具・家事用品
光熱・水道
保健医療
仕送り金

（勤労者世帯平均＝ ）

（２） ～ 歳

消費支出
可処分所得

仕送り金
教育

こづかい
（食料のうち）調理食品

被服及び履物
交通・通信

交際費
食料

教養娯楽
諸雑費

家具・家事用品
光熱・水道
保健医療

住居

（勤労者世帯平均＝ ）
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このように共働き世帯は所得額が高く、それに伴い消費額も高くなる傾向があるため、共

働き世帯の増加は、マクロの消費支出の増加に対しても相応に寄与していることが示唆され

る36。また、共働き世帯の消費の特徴として、教育投資額、仕事関係の費用、時短消費が高

いことが指摘できる。特に教育関係の費用は、片働き主婦世帯から共働き世帯に移行した際

に最も増加する傾向にあるなど、共働き世帯が力を入れて投資していることが示唆される。

また、共働き世帯の増加は、消費チャネルの構造変化や、新しいサービスの拡大につなが

る可能性が考えられる。夫婦が共に働く場合、買い物に行ける時間が限定されるため、ネッ

ト利用を通した消費が促進されると思われる。内閣府（ ）によると、就業している者が

ネットショッピングを利用する確率は、就業形態に関わらず、非就業者と比較して有意に高

いことが示されている。また、育児の時期においても女性ができるだけ仕事をセーブしない

で済むような働き方が増加することで家事支援サービスなどがより広く利用される可能性も

指摘されている（武田、 ）。

 

４．若年世帯の消費行動はどのように変化したか

 

（若年世帯の消費は、通信費・住宅支出・中食等が増加する一方、交際費等が減少）

３点目として、若年者の消費動向について分析を行う。前掲第２－２－２図でみたように、

若年世帯における平均消費性向は減少傾向にあり、若者がなぜ消費しなくなっているのかに

ついては様々な議論がされているが37、ここではより長期的な動向から若年者の消費動向を

整理する。 

まず、近年の若年世帯の消費パターンが、バブル期以前の高成長時代の若者世帯とどのよ

うに異なっているのかみてみよう。第２－２－８図は、 歳以下の２人以上世帯・単身世帯

の各消費支出項目のシェアについて、 年と 年の差分をとったものである。なお、

図中において値がプラスであれば、 年における該当支出項目のウェイトが 年より

大きいことを示している。

２人以上世帯・単身世帯に共通する特徴としては、通信費、家賃・地代、上下水道料、調

理食品といった項目のウェイトが高まっているのに対し、交際費のウェイトが減少している

ことが指摘できる。それぞれの背景について順に考察していこう。まず、通信費シェアの拡

大には、インターネットやパソコン・スマートフォンの普及等が影響していると考えられる。

共働き世帯の増加とマクロの消費との関係性についてシミュレーションした三浦・東（ ）の結果に

よると、共働き世帯の増加は 年第１四半期の消費を ～ ％ポイント程度押上げている。

内閣府（ ）は、若年層における想定生涯所得を低めに見積もるなどの将来に対する慎重な見方が、

晩婚化・非婚化、モノを所有せずに身軽でいようとする志向の変化と相まって、消費抑制につながってい

る可能性を指摘している。その他にも、原田（ ）は、ソーシャルメディアによる「既視感」が消費の

阻害要因になるなど、ソーシャルメディアが消費を大きく変えたことを指摘している。

－ 118 －

第２章　家計部門の構造変化



特に ～ 歳におけるスマートフォンの普及率は、 ～ 年に急激に伸長し、 年に

はパソコンの普及率を超えて、 年時点の普及率は約 ％となっている（付図２－２）。 

 

第２－２－８図 若年世帯の消費行動の変化

通信費、家賃・地代、調理食品等のシェアが増加する一方、交際費等のウェイトが減少

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（備考）１．総務省「全国消費実態調査」により作成。

２．消費支出に占める支出金額シェアについて、 年から 年の支出金額シェア変化幅の上下 位を図

示したもの。
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次に、家賃・地代や上下水道料シェアの増加は、特に単身世帯においてそのシェアの拡大

が大きいが、この背景にはバブル崩壊後の景気の低迷を背景に、住居関係の福利厚生制度（社

宅・独身寮、住宅補助等）が縮小したことや 、そのような福利厚生の利用が限定される非

正社員として働く若者が増えたこと等 により、自身で家賃や光熱費を支払わざるを得なく

なったことが影響していると考えられる。総務省「国勢調査」より ～ 歳の単身世帯の居

住状況を確認すると、給与住宅の割合が横ばいで推移するなか、独身寮等に住む割合は減少

し、民営の借家に住む割合が増加していることが確認できる（付図２－３）。

さらに、調理食品の割合の増加は、共働き世帯の分析の際にも指摘したが、中食市場の拡

大が関係していると思われる。特に、２人以上の世帯においては、魚介類、穀類、野菜・海

藻等の調理が必要とされる支出項目が減少しており、より手軽に利用することができる中食

にシフトしていることが示唆される。

最後に、交際費シェアの減少についてその内訳を詳しくみると、２人以上世帯・単身世帯

ともに減少が大きいものの順に、贈与金、食料となっていることから、過去行っていた慣習

が希薄になったことや、付き合いのための外食等の減少がこの背景にあることが推察される。 

また、２人以上世帯・単身世帯とで、動向が異なる項目として、自動車関係費、外食が指

摘できる。自動車関係費シェアの内訳をみると、単身世帯では自動車等購入シェアが大きく

減少しており、この背景として若年者が車を買わなくなっていることが指摘できる 。一方、

２人以上の世帯では、自動車関係費シェアが増えているものの、増加に寄与しているは自動

車等維持（ガソリン、自動車保険料、駐車場代等）であり、自動車等購入シェアに関しては

変化がないため、自動車購入を積極的に行っているわけではない。 

外食については、単身世帯においてシェアが大きく減少しているが、この背景には前述し

た中食志向に加え、若年の男性において家で料理をする機会が増加していること41、外食産

業の多様化・価格競争激化により安価で高品質のサービスが楽しめること等が影響している

と考えられる。２人以上の世帯においては外食シェアが増加しており、家庭内で調理するよ

りも簡単な外食に移行していることが考えられる。 

その他の特徴的な点としては、テレビ等が含まれる教養娯楽用耐久財は、単身世帯で減少

労務行政研究所（ ）によると、社有社宅の保有率は、 年頃は７割であったが、バブル崩壊後に

統合・廃止が進んだ結果、 年の調査では ％程度まで低下したと指摘している。

その他の要因として、 年以降の「全国消費実態調査」では、下宿や賄い付き世帯を除いて調査する

ようになったことも影響していると考えられる。なお、総務省「国勢調査」によると、 ～ 歳の単身世

帯のうち、下宿などに住む世帯の割合は、 年： ％、 年： ％である。

総務省「全国消費実態調査」によると、 歳以下の総世帯における自動車の普及率は、 年 ％、

年 ％となっている。

総務省「社会生活基本調査」より、「食事の管理」の行動者率を 年と 年で比較すると、単身男

性の ～ 歳で ％から ％、 ～ 歳で ％から ％と増加している。逆に、単身女性の同

行動者率は減少しており、 ～ 歳で ％から ％、 ～ 歳で ％から ％となっている。
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しており、図では表示されていないが２人以上の世帯でも▲ ％ポイントシェアが減少して

いる。また、特に単身世帯を中心に、衣服関係のシェアの減少もみられている。「被服及び履

物」でまとめると、単身世帯では▲ ％ポイント、２人以上の世帯では▲ ％ポイント、

消費シェアが低下している。

以上のように長期的な若年者の消費パターンの変化をまとめると、社宅・独身寮の減少等

による住宅支出の増加、スマートフォン等の普及による通信費増加、食スタイルの変化（材

料品の減少と中食の増加等）、自動車・家電・衣服といった耐久財・半耐久財支出シェアの減

少、社会的慣習の希薄化による交際費の減少といったことが指摘できる。大まかな傾向とし

て、住居費・通信費等の固定費の増加と、財関係の支出シェアが減少していると言える。特

に近年では、若い世代を中心にシェアリングエコノミーの一種であるフリマアプリの利用率

が高まっているが、若い世代は中古品に対する抵抗感がなくなっていることや、モノを永続

的に所有することにこだわらない傾向があること等が背景にあると考えられる（内閣府、

）。

 

（若年者はよりゆとりある生活時間を過ごすも、消費には結び付いていない可能性）

次に、若年者の日常の生活行動変化が消費に与え得る影響について考察する。具体的には

総務省「社会生活基本調査」により、 歳以下の生活時間が 年と 年を比較した際

に変化がみられるのかについて分析を行った（第２－２－９図）。対象とする曜日は平日と日

曜日、対象者は、主に仕事をしている者、家事などのかたわら仕事をしている者、家事をし

ている者の３者である。

曜日・対象者によらず、全般的に共通している内容として、テレビ・ラジオ等の時間、家

事の時間、交際・付き合い時間が減少する一方、休養・くつろぎ 、育児、趣味・娯楽、身

の回りの用事 の時間が増加している。前掲第２－２－８図では、テレビ等が含まれる教養

娯楽用耐久財や交際費の消費シェアが減少していることを指摘したが、生活時間でみても同

様の傾向が見られていることがわかる。また、家電の性能向上もあって、特に家事をしてい

る者の家事時間が大幅に減少している。

家族との団らん、おやつ・お茶の時間、うたたね等。ただし、テレビ・ラジオなどを視聴しながらくつ

ろいだ時間は、「テレビ・ラジオ・新聞・雑誌」に該当する。

入浴、化粧、整髪、パーマ・カット、エステ等。ただし、炊事、掃除、洗濯は「家事」に該当する。
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第２－２－９図 若年者における行動パターンの変化
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（備考） １．総務省「社会生活基本調査」により作成。

２．生活時間について、 年から 年の変化幅の上下５位を図示したもの。 ～ 歳が対象。
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休養・くつろぎ、育児、趣味・娯楽時間の増加の背景には、よりゆとりのある生活をして

いることや家族との時間・団らんを大事にしていることに加え、パソコンやスマートフォン

によるゲームや動画視聴時間の増加が影響している可能性もある 。民間研究機関による

年の調査によると、特に若年者を中心にインターネットを利用する時間が増えているこ

とに加え、近年ではスマートフォンを利用してゲーム、動画視聴、コミュニケーションを行

うといった幅広い余暇活動が行われている（松下・林、 ）。ゲーム・動画・メッセージ

のやりとり等は無料で利用できるケースが多いため、このような生活時間が増加しても、通

信費以外には消費を押上げる要因にならないことが示唆される。

このように 年間における生活時間の変化をみると、大まかな傾向として、生活時間が減

少している項目は直接的に消費の減少につながりやすい一方、増加している生活時間は必ず

しも消費の増加に結び付かない項目が多いことが指摘できる。ただし、ゆとりのある生活、

家族との時間、趣味時間が増えていることは、若年者の生活の満足度の向上にはつながって

いることが示唆される。内閣府「国民生活に関する世論調査」によると 第２－２－ 図 、

若年者において「現在の生活に対して満足」と回答した割合は増加傾向にあり、後方３か年

平均でみると 年における 代・ 代の同割合は、 年の調査開始以降で最も高い値

となっている。 年前（ ～ 年）では、高齢者の方が満足と回答した割合が高かったが、

直近（ ～ 年）においては ～ 歳が最も高く、次に ～ 歳が高いとの結果になっ

ている。

第２－２－ 図 現在の生活に対して満足と回答した割合

若年層で生活が満足と回答する割合が高まっている

身の回りの用事が増加している背景については、必ずしも明確ではないものの、より身だしなみに気を

使うようになった可能性が考えられる。第２－２－８図と同じように 年間の消費シェアの変化をみると、

２人以上世帯・単身世帯ともに、理美容用品の消費シェアが増加している。

～ 歳 ～ 歳 ～ 歳 ～ 歳 ～ 歳 歳以上

～ 年平均 ～ 年平均

～ 年平均 ～ 年平均

（％）

（備考） １．内閣府「国民生活に関する世論調査」により作成。

２． ～ 年平均は、「十分満足している」、「十分とはいえないが、一応満足している」の合計。

～ 年平均以降は、「満足している」、「まあ満足している」の合計。
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（住宅ローンや老後に対する不安が貯蓄率の上昇に寄与）

前出の内閣府の世論調査によると、若年者における生活の満足度は高いものの、将来に備

えることに力を入れたいと回答する割合も高く、前掲第２－２－２図のように、若年世帯で

は貯蓄性向の上昇（消費性向の低下）が観察されている。消費性向が低下している要因の一

つには、２人以上の若年世帯で持ち家率の上昇により住宅・土地負債が増加しており（前掲

第２－１－７図）、住宅ローン返済のために消費額を減らしていることが考えられる。

ただし、単身世帯でも消費性向の低下がみられていることもあり、若年世帯における貯蓄

性向の上昇には、住宅ローン以外の要因も影響している可能性が考えられる。そこで、アン

ケート調査（金融広報中央会）より、 ・ 代がどのような理由で貯蓄しているかを確認す

る（第２－２－ 図）。２人以上の世帯においては、「こどもの教育資金」との回答割合が約

％弱と非常に高く、病気や不時の災害への備え（予備的動機）、老後の生活資金、旅行・レ

ジャーの資金、住宅取得と続いている。単身世帯については、予備的動機や特に目的はない

との回答割合が高く、老後の生活資金、旅行・レジャーの資金と続く。２人以上の世帯では、

子どもの教育や住宅取得等の将来必要となる費用を積み増しているのに対し、単身世帯では

特に決まった目的がなく貯蓄しているのが特徴といえる。

〜 年と 〜 年の時系列的な変化をみると、老後の生活資金の割合が２人以上

世帯・単身世帯ともに、大きく伸びていることが確認できる。また、２人以上世帯・単身世

帯ともに、特に目的はない、耐久財の購入資金を貯蓄の理由としてあげる割合が減少してい

る。さらに、単身世帯では旅行・レジャーの資金を理由にあげる割合が、貯蓄理由の上位で

はあるものの大きく減少している。

 

第２－２－ 図 若年世帯における貯蓄行動の背景

若年層が貯蓄する理由として「老後の生活資金」の割合が増加

（１）２人以上の世帯（ ・ 代）

遺産として子孫に残す

納税資金

こどもの結婚資金

耐久消費財の購入資金

とくに目的はない

住宅の取得など

旅行、レジャーの資金

老後の生活資金

病気や災害への備え

こどもの教育資金

～ 年平均

（％）

とくに目的はない

住宅の取得など

耐久消費財の購入資金

納税資金

遺産として子孫に残す

こどもの教育資金

こどもの結婚資金

病気や災害への備え

旅行、レジャーの資金

老後の生活資金

～ 年平均→ ～ 年平均

（回答割合の変化）

（％ポイント）
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（備考）１．金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する世論調査」により作成。

２．選択肢のうち、３つまで複数回答可。

以上のように、貯蓄理由については、２人以上世帯・単身世帯にそれぞれ異なる理由もあ

るが、老後に備えるために目的を持って貯蓄する傾向が高まっている点では共通している。

回答者は ・ 代であるので、老後まで ～ 年程度の時間があると考えられるが、将来

の雇用や収入に対する信頼感が高まらないことを背景として 、より将来に備えて長期的な

観点から資金を確保しようとしていると考えられる。このように、長期的な目的で若者が貯

蓄していることは、若年消費が力強さを欠く背景の一つになっていると考えられる。

５．今後の消費に対する考察

 

（老後の不安を払拭することや働き方改革の取組が重要） 
これまで世帯属性に分けて消費動向をみてきたが、こうした分析結果を整理するとともに、

今後の消費の活性化に向けた課題を考察する。

まず、これまでの分析によれば、高齢者だけでなく若年者も含めて、平均寿命が長くなる

中で、老後への備えの意識が高まっていることが現在の消費を抑制している可能性が強く示

唆されており、こうした老後への不安を軽減することが重要である。高齢世帯は、本来消費

可能な水準よりも低い消費を行っており、その背景には予備的動機が大きいと考えられるが、

内閣府（ ）は、雇用関係の指標が改善するなか、若年層において雇用環境について改善を予想する

世帯が増えていないことを指摘している。また、内閣府「国民生活に関する世論調査」によると、悩みや

不安を感じていることに、今後の収入や資産の見通しと回答した者の割合について、 年と 年を比

較すると、全体が約５％ポイント上昇するなか、 代では約 ％ポイント上昇し、 年の 代の回答

割合は、他の年代よりも高い水準となっている。

（２）単身世帯（ ・ 代）

遺産として子孫に残す

こどもの結婚資金

納税資金

こどもの教育資金

住宅の取得など

耐久消費財の購入資金

旅行、レジャーの資金

老後の生活資金

とくに目的はない

病気や災害への備え

～ 年平均

（％）

とくに目的はない

旅行、レジャーの資金

耐久消費財の購入資金

住宅の取得など

納税資金

遺産として子孫に残す

こどもの結婚資金

こどもの教育資金

病気や災害への備え

老後の生活資金

～ 年平均→ ～ 年平均

（回答割合の変化）

（％ポイント）
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近年では遺産動機も高まっていることが示唆される。また、若年世帯についても、老後への

備えもあり、長期的な観点から貯蓄しようとしている。こうした貯蓄に対する意識が高いこ

とは他の調査結果からもみられており、支出を増やしたい項目として、 代～ 代の第１位

と 代の第２位で「貯蓄などの財産づくり」となっている 。貯蓄に回したいと考える背景

の一つには、老後や医療等に対して将来的にどの程度の費用が必要となるのかが予想ができ

ないという不安が予備的動機を通じた貯蓄増加につながっていることが指摘されている（吉

川他、 ）。将来の不確実性を下げ、社会保障に対する不安を払拭していくことが重要とな

る。

また、働き方改革の取組を進めていくことは消費拡大に寄与することが考えられる。女性

の労働参加率の高まりによって、共働き世帯が増加していることは消費に対してプラスの影

響を与えている。今後は、正社員として働く女性が増えることで、所得・消費がさらに増加

することやネットショッピングの高まり等が考えられる。さらに、ワーク・ライフ・バラン

スを改善し、労働時間の短縮によって自由な時間が増えることで、消費の増加につながる可

能性がある。内閣府（ ）では、労働時間が減少することで、買い物、自己啓発、育児、

趣味の時間が増加することが示されており、こうした生活時間の変化が消費増加に寄与する

可能性が考えられる。また、各種アンケート結果をみると、貯蓄以外に支出を増やしたい支

出項目に「旅行」と回答する割合が高いものの、実際に「旅行」を増やしたと回答する割合

は決して高くない 。通常、旅行には一定期間の日数を確保する必要があるため、有給休暇

取得の促進等の働き方改革は、積極的に消費したいができていない項目への消費拡大につな

がる可能性が考えられる。特に、若年者の分析でみたように、モノに対する支出シェアが減

少している環境下では、旅行等の体験型の消費拡大が期待されるが、そのためには、体験す

るためのまとまった時間が確保できるような取組が重要となる。

宮木（ ）を参照。調査時期は 年 月。なお、 代の第１位は「特にない」である。

松下・林（ 、 ）を参照。
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